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◎民生文教常任委員会 行政視察復命名簿 

 

 ●議 員 

  委 員 長  伊藤 正志       

  副委員長  佐藤 由加里        

  委  員  吉田 孝史       

  委  員  田森 和文        

  委  員  岡本 雄輔 

  委  員  鈴木 茂行        

  委  員  藤谷 良幸        

   

 

 

●参与 

  教育部こども課 

主  査  安田 和生       

●事務局随行 

   主  事  小野寺 太一        

 



10 月 11日（水） 

京都府京丹後市 
 

○市の概要 

 

・京丹後市は京都府の最北部に位置しており、平成 16年 4月に 6つの町が一つにな

り、人口約 5 万 5 千人（平成 28 年現在）、面積約 500 平方㌔の京丹後市が誕生し

た。 

・京丹後市の海岸線は、国立公園、国定公園に指定されている豊かな自然環境を持っ

ており、ユネスコ世界ジオパークに認められている。この恵まれた環境の中で、

日本一の生産量を誇る“丹後ちりめん”、ブランド価値の高い“間人ガニ”や“丹

後産コシヒカリ”、“地酒”などさまざまな資源が存在する。 

・高度な技術力を有する機械金属業や関連企業が多く立地し、「先取さきどり・勤勉・

実直」な京丹後人の気質に満ちた街となっている。 

・「男性長寿世界一」「男性史上最長寿」のギネス記録に認定された木村次郎右衞門

さん（故・116 歳）に代表されるように、健康で長寿の方が多いのも町の特長となっ

ており、2013 年 2月時点で 100 歳以上の長寿者が全国平均の約 2.5 倍となる 60人

在住している。 

 

 

 

  Ｈ27年 京丹後市 稚内市 

 人口 55,054 人 35,542 人 

  世帯数 22,662 世帯 18,111 世帯 

  人口増加率（住民基本台帳） △6.75%  △5％ 

  年少人口比率 12.20% 11.80% 

  老年人口比率 35.30% 28.90% 

面積（㎢） 501.43  760.8 

予算総額 35,783,648 千円 33,524,185 千円 

財政力指数 0.31 0.35 

一般職員数 498 名 314 名 

議員数 22名 16 名 



夢まち創り大学事業について 

場所 京丹後市役所庁舎 

 

１．説明者 

 

 

企画政策課係長 

三 浦 大 作 氏 

企画制作課主任 

安 井 克 弘 氏 

 

 

２．選定の背景及び目的 

 

・京丹後市では、市内や近隣の市町に大学が無く、市内の若者は高校卒業後に、

進学・就職の為に京阪神地域に転出してしまい、市の人口減少や若者に流出に

よる地域の活力が失われるという事が課題であることから、「京丹後市夢まち創

り大学」を設置し、交流人口の増加、若者のＩターン、Ｕターンの促進、地域

の活性化に取り組んでいる。 

稚内市には稚内北星学園大学があるが、若者の流出等、京丹後市と同様の課

題を抱えているため、京丹後市の取り組みを調査・研究し、当市の諸課題の解

決に活かすことを目的とする。 

 

 

３．設立の経緯と事業概要 

 

 ・京丹後市内や周辺には、大学・専門学校が 1校しかなく、若者は高校卒業後、京

阪神地域へ大学進学のため転出し、就職もそのまま向こうでしてしまい、若者人

口の流出が止まらない状況にあったが、そのような中で、京丹後市では、平成

25年度より 3カ年、「総務省『域学連携』地域活力創出モデル事業」を導入し、

関西圏・関東圏はじめ全国の多様な大学が連携して、市内の各拠点において、学

生の創造的な発想に基づき限界集落の維持や再生をし、地域の暮らしを守ってい

調査事項 



く事を目的とした事業に取り組んでおり、その成果は国においても高い評価を得

ている。京丹後市ではさらにこの事業を継承・発展させることを目的に、更なる

地域活性化政策として、京丹後市夢まち創り大学を開設した。その上で、更に多

くの学生を呼び込むために、以下の５項目の取り組みをしている。 

  ①日本初となる大学生が都会と地方を行き来する無料のシャトルバスを運行し、 

   今まで、大学生が京丹後市へ訪れる際の大きな障害であった交通費の負担が 

   解消された。（例：京都駅⇒京丹後 片道 4700 円）また、無料のシャトルバス 

   により、若者が定期的に京丹後市を訪れることで、国が行っている地方創生 

   の中の地方における若者の定住促進にもつながる。 

  ②大学生が安心して宿泊できるよう、京丹後市が借り上げた空き家を改修し、

無料のシェアハウスとして運用している。これにより、交通費同様、学生の

負担となっていた宿泊費の負担も解消される。 

  ③京丹後市に来たことのないゼミや学生に向けて市内で行うことできる体験・ 

   学習プログラムを提供する。提供する内容は市が広報しているのはもちろん、 

   コーディネーターが自ら調査・依頼しているものもあり、バラエティに富ん 

   だプログラムを提供していく。 

  ④現地の情報提供、プログラムの企画や実施をサポートするコーディネーター 

   による相談・支援を行い、京丹後市で活動したいと考えているゼミや学生に 

   向けて、市のそれぞれの地区の現状や課題、求めているものの情報を提供す 

   る。 

  ⑤拠点施設に電動自転車を配備し、公共交通機関が脆弱な京丹後市内の移動を 

   サポートしている。 

 

   ・以上のような活動を行なっており、いかに学生が京丹後で活動しやすい環境

を整えるかに力を入れているかよくわかる。その結果として、平成 28年度の

夢まち創り大学として、学生証登録数は 164 名（男性 85名、女性 79名）、教

職員登録数は 9名（男性 8名、女性 1名）、年間通して述べ来訪人数は、1,189

人、一日平均で 13.5 人の学生が京丹後を訪問し、各地域で活動を行った。ま

た、平成 29年度は、10月 1日現在で、延べ 919 名の学生が来訪し、多世代

交流イベントの開催、活動成果の冊子、耕作放棄地の調査、地域住民とのワー

クショップ等々、多種多様な形で活動を地域の中に入って行っている。 

    ・予算としては、年間約 1,200 万円だが、その内 600 万円は国からの補助金が



 

 

 

 

 

 

 

  

   

  

   

   

 

 

 

 

 

出ており、京丹後市の直接の負担は約

 

出ており、京丹後市の直接の負担は約出ており、京丹後市の直接の負担は約出ており、京丹後市の直接の負担は約 600600 万円となっている。万円となっている。万円となっている。 

 



４．課題と今後にむけて 

 

・現状、抱えている課題として、学生のＩターンやＵターンに対しては、成果が出

ていないわけないが、結果として芳しくなく難しい状況。経済効果など、目に見

える成果を提出できないため、取組みの成果を評価できず、住民等に事業の意義

を中々理解して貰えない事がある。現在、補助金が出ているが、平成３２年には

切れてしまうので、その時にこの事業を継続出来るかどうかは現状不透明だが、

事業の意義を理解して貰えるよう取り組んでいく。 

 ・現状の取組みは実施地域が限定され、取組み地域と大学が固定化されつつある。 

  そういう意味でも、新たな地域の住民の理解を得ることが新しい取組みの発掘 

  に繋がると考えている。 

 ・大学および大学生が夢まち創り大学に求めることや、参加したことで学生自身 

  がどんな学びや経験を得たのかなどの調査を行っておらず、大学側にどのよう 

    なニーズがあるか把握していない。 

・上記のような課題を抱えているが、担当職員としては、過疎化、高齢化が進ん

で、さびれて行く一方だった地域に、学生達が来ることで明らかに活性化して

おり、例えば、夏祭りを昔の規模で行う集落が出てきたり、地域の人達自身が

学生からの影響を受けて、地域の未来をどうしていくか真剣に話し合うような

所が出てきており、交流人口を増やす事の意義や重要性を実感した。課題は多

く抱えているが、この夢まち創り事業は市や地域に良い影響を与えていると思

うので、今後も課題解決に取り組みながら事業を続けていきたいと考えている

との事だった。 

 

  



５．質疑 

 

   質問：予算の中で専門委員報酬と言うものがあるが、これはどのような人を 

      専門委員としているのか。 

   回答：この事業を上手に進めるために、専門的な見地からアドバイスを頂く 

      ため、現在は京都福知山公立大学の冨野副学長にお願いをしている。 

   質問：経費は今後も、大体これぐらいの額におさまるのか。 

   回答：活動が広く知れられてくると、ウチもしたい、ウチもしたいという声が

段々出てくる。そうなった時に、もっともっとプログラムの本数を増や

してほしいですとか、そういう話の要望は頂くが、財政事情も鑑みて、

例年通りの予算の範囲内で収まるよう努力していきたい。 

   質問：学生達が来ることによる経済効果はどれぐらい有るのか。 

     回答：経済効果はほとんどないと思う。ただ、説明してきたように、この 

      事業を行う事により、地域のお年寄りたちが前を向いて物を考える 

      様になった事は、経済効果よりもずっと大きい効果だと思う。 

   質問：夢まち創り大学事業に対する、大学側の反応はどうなのか。 

   回答：ちゃんと、地に足がついた学生が育っているか、大学としては疑問に感

じているようで、勉強だけ出来る学生にしても人間力や性格が備わって

なければ意味がなく、そういう所を補完してくれるものと期待されてい

ると感じている。 

 

 

 

 



６．委員所感 
 

 ○若者の減少、流出の問題を解決し、同時にまちの活性化や課題解決に結びつけ

ている事業だった。幸い、大学を有する本市においては地元大学の活用をもっ

と考えなければならないと実感した。また、都会に進学した学生が、地元にも

どる発想をもつためには、地域に必要だと感じられる体験をすることであると

も感じた。本市においても、今後は地元の学生も他市に進学した学生も稚内で

活躍できる場所、施設を提供し、地元回帰を促せる仕組み作りが必要だと考え

る。 

 

 ○松本経一議長より歓迎のお言葉を頂き、担当職員より説明を受けたこの事業は

深刻な高等教育機関への進学に伴う若年人口の流出に歯止めをかけるため、大 

  学の無い街でありながら、これまで累計９大学と連携し地域活性化策の提案や、 

  様々な行事への参加など地域の活性化に貢献していると感じた。本市において

も、今後の人口減少問題解決のための一つの取組みとして、定住人口促進をは

かる参考になる事業だった。 

 

 ○説明員の能力の高さと、質疑における回答は、自信にも似た気迫が感じられ、

稚内市職員も学ぶ所が多いのではと感じた。また、本事業の核心である同市へ

の Uターンや「移住・定住」に繋げようとする意欲には、共感を覚えた。他方、

本市においては、「稚内北星学園大学」を持つが故の悩みを持ち続けるのではな

く、その存在の優位性について議論すべき時と感じた。 

 

 ○この事業を行なうことによって、高齢者の多い地域の活性化にも繋がっている

ことがメリットでもあると感じた。学生に足を運んでもらい、地元住民との交

流や地域資源の発掘などの経験・体験を通して地域への愛着が生まれる中での

移住が理想だが、現実は難しく、経験体験をどんどん発信してもらいたいとの

ことであったが、簡単に結果として現れない事業だけに、創意工夫や地域の理

解などの難しさも感じた。しかし、補助金が終了する平成３２年以降の見通し

や計画もしっかりしていないと、継続した事業にしていけないという問題点に

ついても改めて認識したところである。 

 



10 月 12日（木） 

岐阜県岐阜市 
○市の概要 

・岐阜市は木曽、長良、揖斐の３大河川の沖積土によってできた肥沃な濃尾平野の

北部に位置し、北部から東部にかけての台地上で先土器時代の遺物が発見されて

いる。平安時代には東大寺領の広大な荘園が南部一帯にあった。室町時代に入り

土岐氏がこの地を治めたが、戦国時代に入ると織田信長がこの地を攻め落し、「岐

阜」と命名しその名を全国に広めた。 

・その後、明治４年（1871）廃藩置県により岐阜県が成立し、同６年今泉村（現岐

阜市）が県庁所在地と定められてからは、伝統の商業都市にあわせて、県政の中

心となった。同２１年３月には東海道線岐阜駅が設置平成８年４月１日には中核

市として全国有数の都市となり、産業都市として、あるいは観光都市として中部

地方における政治、経済、学術、文化等の主要都市となった。さらに、平成１８

年１月１日、柳津町との合併により、面積 202.89 ㎢、人口約 40万人を擁する新

たな「岐阜市」が誕生した。 

・平成 18年には 10年で中心市街地の人口が 2割減少し、休日に中心市街地の柳ヶ

瀬を訪れる人は 6割減少したと報告されてが、現在は岐阜駅前に、岐阜シティ・

タワー43が建設されるなど、駅前立地での復活も始まっている。 

 

 
  Ｈ27年 岐阜市 稚内市 

 人口 406,735 人 35,542 人 

  世帯数 177,102 世帯 18,111 世帯 

  人口増加率（住民基本台帳） △1.5%  △5％ 

  年少人口比率 12.7% 11.80% 

  老年人口比率 27.6% 28.90% 

面積（㎢） 202.89  760.8 

予算総額 316,697,096 千円 33,524,185 千円 

財政力指数 0.853 0.35 

一般職員数 1,877 名 314 名 

議員数（条例定数） 38名 18 名 



子ども・若者総合支援センターについて 

場所 エールぎふ 

 

１．説明者 

 

                       

エールぎふ所長 

森 山  健  氏 

エールぎふ副所長 

村 上 弘 子 氏 

 

 

２．選定の背景及び目的 

 

・稚内市では、入学前の子どもの対応にはこども課、入学後は学校教育課と分か

れて対応している。複合的な問題を抱えるケースでは各課の職員が連絡を取り

合い対応しているが、どうしても後手に回ることとなったり、相談者がたらい

回しになってしまうケースもあるように感じている。 

そこで、0 歳から成人前までの子ども・若者に関する悩み相談にワンストッ

プで総合的・継続的な支援を行う岐阜市の取り組みを調査・研究し、当市の子

育て支援施策にいかすことを目的とする 

 

 

３．設立の経緯と事業概要 

 

 ・ますます多様化、複雑化する子どもたちの問題や、そうした問題を抱え思い悩む

保護者に対して、生徒指導、教育相談、特別支援教育の枠を超えて連携し、総合

的に対応支援するための中核的施設として設立された。元々、岐阜市では、入学

前の子どものサポートは福祉部、入学後では教育委員会で行っていたが、エール

ぎふの開設時にそれらを統合した。統合には、大きな障害がいくつも有ったが、

当時の市長の強い後押しもあり、何とか開設に至ったとの事。施設自体は、元は

廃校となった小学校を改修・整備し、平成27年度に開設した。整備費用は約4億1

千5百万円。職員は正職・嘱託職員等を合わせて103名。職員の内訳は下記の表の

調査事項 



とおりで、教職など資格所持している職員もおおく、また、カウンセラーを初め

とした専門アドバイザーが多数所属している。

 

・

   

   

   

とおりで、教職など資格所持している職員もおおく、また、カウンセラーを初め

とした専門アドバイザーが多数所属している。

・「0歳児から成人前までの子ども・若者に関するあらゆる悩み・不安の相談に、

ワンストップで総合的に相談・支援し、また、発達段階に応じて継続的に支援

します。」

 ①子ども若者本人、保護者だけでなく、幼稚園、保育所、教員及び関係機関か

らの相談にも対応している。

 ②専門的な知識を持った職員が、教育・福祉の分野を超えてワンストップで総

合的に支援。また、関係機関（病院・警察等）と密接に連携した支援体制を

構築。 

 ③相談の流れとして、相談者からの様々なケースの相談を、「総合相談員」が

全ての相談に「ワンストップ」で対応。その後、相談内容に応じて、Ⅰから

Ⅴの各係の専門相談員に繋いでいく。また、相談の中身によっては複数の係

で対応するケースがあり、その場合は「ケース会議」を開

決めていく。さらに場合によっては外部の専門家を交えた「拡大ケース会議」

を開催し対応する。

④相談方法の多様化も図られ、直接の相談だけでなく

受け付けている。

とおりで、教職など資格所持している職員もおおく、また、カウンセラーを初め

とした専門アドバイザーが多数所属している。

歳児から成人前までの子ども・若者に関するあらゆる悩み・不安の相談に、
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５．質疑 

  

質問：20歳を過ぎると一旦エールぎふの支援が切れる形になるが、その後の支援の

繋ぎ先との連携はどうしているのか。 

回答：19歳ぐらいの前段階で次の繋ぎ先をイメージして支援しながら、次に繋ぐ関

係機関、ハローワーク等と相談を行い、確実に次の機関に繋がったという状

態で手を放すようにしているが、場合によっては、20歳以降もエールで支援

を行っている。 

 

質問：このエールという施設は相当力を持っていないとまとまらない、説明にあっ

たように市長がトップダウンでやったのかもしれないが、そうであったとし

ても、人自体の力が備わっていないと出来なかったと思うが。 

回答：リーダーシップのとれる方が、要職についていただいている。例えば、前任

の初代の副所長も、現職も市教委の経験者。教育委員会でどのようなことに

力を入れて、どんな苦労があったかというところを経験した上で来ており、

教育委員会とのパイプをきちんと保ったまま、ここを運営しなさいという任

務を持っている。 

 

質問：この総合的な一体化した施設になるまでは、福祉部と教育委員会と分かれて

いた時と比べ、相談件数はどういうような変化があったのか。 

回答：統合される前は、統計的なデータを取っておらず、数字として比べること 

   は出来ないが、実感としては増えていると推察している。 

 

質問：子どもに障がいがあると認めたくない親の思いがあったり、ましてや他人に

知られたくもないと思う。なかなか自分から相談に来るという勇気がすごく

必要な部分もあるなと思うが、施設として、そういった親にどんなアプロー

チ、対応の仕方をしているのか。 

回答：保健師の先生と連携し、１歳半健診や３歳健診時にさりげなくエールを紹介 

   してもらうようにお願いしたり、ポスターやリーフレット、アプリなどでけ

広報し、エールぎふに繋がるようにしている。 

 

質問：専門職を含めたくさんの職員がいるが、財源に対して国から補助が出ている

のか。 

回答：施設全体としての補助金は貰っていないが、スクールソーシャルワーカー等

の色々な制度の中から補助金は出ている。

 

 



６．委員所感 
 

 ○支援センターにおける業務の重要性について岐阜市全体で共有している。相談

窓口は行政であっても、岐阜市全体で子どもも若者も、障がいがあろうがなか

ろうが、支え合いの精神が流れていると考える。特に支援センターの役割が行

政全体に浸透され、相談内容の振り分けや、関係法令に基づく処理もセンター

からの指示に全体で関わっていると感じる。従って悩みのある家族や個人が安

心して相談出来るという事だと考える。稚内市役所の行政課題でもある縦割り

行政の克服が見事に行われている。 

 

 ○０歳から二十歳までという一定の基準はあるものの、機械的に20歳で区切るの

ではなく、就労支援や生活支援を行いながら確実に次のステップに結び付くま

で継続した支援を行っているという点や、教育・福祉・健康の垣根を越えて、

ワンストップで総合的な相談・支援という点については、本市でもおおいに参

考になるものである。全く別組織ではあるが、例えば本市の要対協ではどの程

度の連携があり支援をおこなえているのか？など、支援センターに類似する役

割を担っている本市の組織の実態についても知る必要があると感じた。また、

24時間の子ども専用ダイヤルは、受ける側の専門性は必要になるが、本市でも

積極的に取り入れるべきものと考える。 

  ※要対協・・・要保護児童対策地域協議会 

 

 ○発達障害や適応指導において、本市でも同様だが、関係者の協議には、保護者

が輪に入らない、更に言えば、入りたくない空気が存在するものだが、エール

ぎふでは、「保護者会」が活発に機能していることには驚かされた。それだけ、

スタッフが利用者に寄り添っていると言う事であろう。課題は、成人を終えた

利用者をいかにして補足支援が継続できるか？困難性を内包する利用者を社

会教育・福祉事業に組み入れることが出来るか、今後に注目したい。 

 

 ○社会情勢の変化により、子ども、若者、保護者、教職員の抱える悩みや不安は 

  複雑化、多様化している今日、支援センター事業の果たしている役割には賛辞  

  と敬意を表する所であり、本市としても人口規模が違うとはいえ、これらの事 

  業を参考に取り組みを研究することが大事であると思う。 

 

 

 

 

 



10 月 14日（金） 

愛知県刈谷市 
○市の概要 

・刈谷市は愛知県のほぼ中央に位置し、西三河平野西部にある衣浦湾へ注ぐ逢妻

川の下流に面しており、市の中央部には最先端技術を駆使した自動車関連産業

の工場が並び、活気に満ちあふれている。また、伊勢湾岸自動車道の刈谷パー

キングエリアと岩ケ池公園を一体的に整備した刈谷ハイウェイオアシスは、連

日多くの人でにぎわっている 

 ・古くは刈谷城の城下町として栄え、明治維新のさきがけ・天誅組の総裁松本奎

堂や志士宍戸弥四郎、近代では、フェライトの父加藤与五郎など、時代の先駆

けとなる多くの人材を輩出してきた。また、国の天然記念物に指定されたカキ

ツバタ群落で有名な小堤西池や緑豊かな洲原公園など、美しい自然環境も守ら

れている。 

 ・このような長い歴史の中で、刈谷市は産業と文化が調和したものづくりのまち

として飛躍的に発展し、先人の創意工夫とたゆみない努力を受け継ぎ、将来に

わたり持続可能な地域社会を形成するため、市民・企業・行政が共に支えあう

「共存・協働のまちづくり」を推進し、本市の最上位計画で掲げている将来都

市像「人が輝く 安心快適な産業文化都市」の実現を目指している。 

 

  Ｈ27年 刈谷市 稚内市 

 人口 148,669 人 35,542 人 

  世帯数 62,304 世帯 18,111 世帯 

  人口増加率（住民基本台帳） 2.73%  △5％ 

  年少人口比率 14.8% 11.80% 

  老年人口比率 19.1% 28.90% 

面積（㎢） 50.39  760.8 

予算総額 53,449,805 千円 33,524,185 千円 

財政力指数 1.41 0.35 

一般職員数 791 名 314 名 

議員数（条例定数） 28名 18 名 

 



 

夢と学びの科学体験館整備事業について 

場所 夢と学びの科学体験館 

 

１．説明者 

 

                       

科学体験館館長 

  三 木 博 之 氏 

 

 

 

２．選定の背景及び目的 

 

・稚内市の科学館は施設自体の老朽化が進み、入館者も減少傾向にある。また、

子どもの理科離れの問題もあり、子ども達にどう理科に興味を持って貰えるか

という課題にも直面している。 

そこで、児童館を改修し科学館とした結果、多くの入館者が来るようになっ

た、本施設の取り組みを参考とし、本市の科学館事業、科学振興に活かす事を

目的とする。 

 

 

３．施設・事業概要 

 

 ・元々は昭和56年に「刈谷中央児童館」として開館した施設だったが、施設の老

朽化に伴いものづくりの刈谷、理科教育の刈谷らしく、科学実験や体験を通し

て、子どもたちの夢を育み、楽しく科学を学べる施設とするため、平成26年に

改修、平成27年に「夢と学びの科学体験館」としてリニューアルオープンした。

改修費は約7億円。この施設は以下の３つの機能を持っている。 

 

  

 

調査事項 



①科学体験や科学遊びが楽しめる機能 

→子どもたちが普段学校で出来ないような科学実験やサイエンスショーを楽しむ

中で、科学に対する興味を深め楽しんでいただく機能。 

 

 

②刈谷のものづくりを広げる機能 

 →来館者がいつでも気軽に行える簡単工作や工作教室を実施するとともに、刈谷 

  のものづくりの礎を気づいた豊田佐吉や加藤与五郎をはじめとする郷土の偉 

  人を紹介し、理科教育に対する愛着や理解を深めてもらう機会を深め楽しんで 

  いただく機能。 

 

 

 

 

 

 

 

 



③天文や宇宙に触れる機能 

 →最新のハイブリットプラネタリウムを導入することにより、迫力ある美しい 

  全天周映像番組の投影を可能にする機能 

 

・以上の３つの機能を持っている。視察時には、あいにくプラネタリウムを鑑賞

することは出来なかったが、それ以外のものは体験できた。科学実験は、簡単

でありながら、興味がもてる内容であったし、偉人紹介のコーナーもゲームを

しながら、郷土の歴史を学べるよう工夫されているものであった。この様な工

夫の甲斐あってか、27年度の来館者が17万人、28年度は19万人と順調に伸ばし

ている。 

また、立地条件が非常によく刈谷駅から徒歩５分程度の位置にあり、子ど

もや車を運転できない人でも来やすいことも、これだけの入館者が来る大き

な要因となっている。視察当日も平日で有りながら、小さなお子さんを連れ

た方々がたくさんおり、気軽に来れる地域の遊び場として認識されていると

感じた。 

 

 

 

４．今後にむけて 

 ・今後も、多くの人に来館してもらう為に、新たな人だけではなく、一度来た人

も何度も来館していただける施設として定着をしていけるように考えている。 

  また、子ども達にたいして宇宙や科学への興味を持って貰えるきっかけ作りを 

  し、「モノづくりの刈谷」「理科教育の刈谷」の向上を図っていきたい。 

  そのために、市民や子ども達に、科学や宇宙の新しい知識を提供できるように 

  大きな企業や、愛知県内にある大学との連携を行い、科学実験教室の講演会 

  を今後も進めていきたい。 

  

 



５．質疑 

 

  質問：稚内市の科学館も老朽化が進んでおり、今後、色々と考えなければならな 

     いが、こちらの科学館は改修に何かいい財源などがあったか、参考までに。 

  回答：国や県からの補助は貰っておらず、市の単費で賄っている。 

  

   質問：課題の中で話されていた新しい話題作りについてだが、具体的にどのよう 

     なことをやってきているのか。 

  回答：愛知県内の大学や刈谷市の先人の加藤与五郎の母校である縁で、同志社大

学と連携して、夏休み中などにそちらの大学から学生達に来てもらって、

自由に科学教室を行って貰っている。研究実験できる場を提供しているの 

     で学生達にも喜んでもらっている。 

 

 

 

 

 



６．委員所感 
 

  ○体験型の科学館という事だが、地元の企業や風土などから、子ども達に何を

学ばせ、どういった成長を望むのかというコンセプトがはっきりとした運営

に共感が持てた。本市においても、科学館だけではなく、様々な事業におい

て明確なビジョンをもった事業構築が必要であると再認識した。 

 

  ○中央児童館を夢と学びの科学体験館としてリニューアルし、未来を担う子ども 

   達の夢と学びの心を育むことを目的とした施設であり、多くの子ども達や家族 

   連れが楽しめる環境が整えられていたと感じた。本市の青少年科学館は築43年 

   が経過しているため、参考にしてリニューアル出来ないものかと考えさせられ 

   た。 

 

  ○施設整備を市費で単費で行うほど、市の財政の豊かさを知る事が出来る。しか 

   し、財政よりも、常に興味を抱かせるプログラムを組み、気軽に施設に足を運 

   ぶ環境が整っている、更に、運営している管理者、そこで勤務している職員も 

   明るく楽しんでいることが一番である。そして、まちの中心部に施設があるこ 

   とは、家族にも子どもにも優しく、安心して足を運ぶことが出来ると感じた。 

 

  ○開館から30年が過ぎ、整備改修工事が行われ、プラネタリウムのリニューアル 

   やサイエンスショー等の、子どもから大人まで楽しめる様々な取り組みを行 

っている。最新のプラネタリウムは非常にコンパクトであり、老朽化問題 

を抱える稚内市の科学館の今後に向け、参考となる視察だった。 

 

  ○本市の青少年科学館は刈谷市の科学館と比べると、規模的にもかなりの差が有 

   り、内容的にも劣るところが有るのは否めない事実であることを自覚し、稚内 

   市ならではの創意工夫をし、今後とも前向きに取り組んでいく必要性がある 

 

 

 

 

 

 

 


